
令和８年４月 30 日 

岩手県労働委員会事務局 

令和７年度の岩手県労働委員会における労働相談実績について（報告） 

【要旨】 
令和７年度の労働相談実績を、次のとおり報告します。 

○ 相談件数は 589 件で、前年度の 615 件と比べて 26 件減少（▲4.2％）したものの、依然として高止まりの傾向が続いている。 
○ 相談内容別の件数では、①「パワハラ・嫌がらせ」140 件（前年度比８件減）、②「賃金・手当」94 件（同 18 件減）、③「退職」80 件（同
17 件減）の順となり、令和６年度と同様の傾向を示している。 

○ 業種別では「医療・福祉」（20.0％（118 人））が最も多く、雇用形態別では正規雇用者が 43.6％（257 人）、非正規雇用者が 42.3％（249
人）、男女別では女性が 57.4％（338 人）、男性が 41.3％（243 人）、地域別では県央広域圏（46.9％（276 人））が最も多くなっている。 

 
１ 令和７年度の労働相談の概況（※過去３年間の推移は次ページにあります。） 

(1) 労働委員会委員による無料労働相談会（13回・県内５か所）のほか、フリーダイヤルやメールによる労働相談を実施し、労働問題解決の支援を行
った。また、メールによる相談は、全体の約１割を占めており、場所や時間に制約されない相談手段として定着していることがうかがえる。 

(2) 相談内容別の件数は、①「パワハラ・嫌がらせ」140 件（全体の 17.6％）、②「賃金・手当」94 件（同 11.8％）、③「退職」80 件（同 10.0％）、④
「社会保険・労働保険」79 件（同 9.9％）、⑤「休日・休暇・休業」70件（同 8.8％）の順となっている。 

(3) 雇用形態別では、①正規雇用者（43.6％（257 人））、②非正規雇用（42.3％（249 人））、③使用者（5.8％（34人））の順となっており、前年度と比
べて、正規雇用者は 51件減少（16.6％減）、非正規雇用は 14 件増加（6.0％増）、使用者は９件増加（36.0％増）となった。 

(4) 非正規雇用者の相談が増加した理由としては、短時間労働者の社会保険適用範囲の見直しや最低賃金の引上げを背景に、労働者が自らの労働条件
を制度との関係で再認識する場面が増え、制度理解や不利益変更をめぐる相談が増加したものと考えられる。 

※この他、「個別労働関係紛争あっせん」の令和 7 年度の新規申請件数は 4 件で、前年度から 1 件増加した。内訳は、解決 2 件、取下げ 1 件、令和８年
度への繰越し 1件となっている。 

２ 主な相談事例 
内容区分 主な相談事例 

(1)パ ワ ハ ラ ・ 
嫌 が ら せ 

・同僚の暴言を上司に報告したが、当事者間での内々の解決を指示されたのみであった。（建設業） 
・パワハラの加害者にされ、一方的に配置転換されたことに納得がいかない。（医療、福祉） 
・超過勤務手当が支払われないため請求したところ、その後、会社から嫌がらせを受けるようになった（宿泊業、飲食サービス業） 

(2)賃 金 ・ 手 当 
・始業前の制服への着替えや引継ぎ等の時間に対して賃金が支払われていない。（サービス業） 
・最低賃金が 1,031 円になったはずなのに、給与明細書を確認しても改定前の 952 円のままだ。（卸売業、小売業） 
・製品の生産調整の関係で、工場が２日間休業することとなった。派遣社員も休業手当は支給されるのか。（製造業） 

(3)退 職 
・退職を申し出たら、入社後２年経ってないからまだ辞められないと言われている。（生活関連サービス業、娯楽業） 
・退職については事前に事業主の了承を得ていたが、後になって後任が決まってから退職するよう言われ、困っている。（医療、福祉） 
・派遣会社から突然、退職届の提出を強く求められ、言われるままに提出してしまったが、撤回したい。（情報通信業） 

３ 令和８年度の取組 
  近年の物価高騰や不透明な世界情勢などにより、企業や労働者を取り巻く環境は厳しさを増している。こうした状況を踏まえ、夜間の労働相談会の

回数を増やすとともに、相談会場までの距離や冬期の道路事情などにより来場が難しい方にも対応できるよう、オンライン相談の試行を予定している。
今後も、本県において希望に応じた多様な働き方ができる環境づくりの一助となるよう、労働相談などを通じて、良好な労使関係の構築に取り組んで
いく。 

 



【参考資料：労働相談の推移】

R5 R6 R7

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

件 % 件 % 件 % 件 %

① 電 話 622 90.5 520 84.6 506 85.9 △14 △2.7

② メール 35 5.1 58 9.4 57 9.7 △1 △1.7

来庁・相談会等 30 4.4 37 6.0 26 4.4 △11 △29.7

計（相談件数） 687 100.0 615 100.0 589 100.0 △26 △4.2

１ 相談件数及び相談手段別件数

年度

R5 R6 R7

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

人 % 人 % 人 % 人 %

① 県央広域圏 368 53.6 288 46.8 276 46.9 △12 △4.2

② 県南広域圏 191 27.8 208 33.8 200 34.0 △8 △3.8

沿岸広域圏 35 5.1 47 7.6 40 6.8 △7 △14.9

県北広域圏 22 3.2 27 4.4 30 5.1 3 11.1

県外・不明 71 10.3 45 7.3 43 7.3 △2 △4.4

計 687 100.0 615 100.0 589 100.0 △26 △4.2

２ 住所別人数

年度

R5 R6 R7

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

人 % 人 % 人 % 人 %

① 女性が当事者 373 54.3 342 55.6 338 57.4 △4 △1.2

② 男性が当事者 301 43.8 263 42.8 243 41.3 △20 △7.6

組合等 13 1.9 10 1.6 8 1.4 △2 △20.0

計 687 100.0 615 100.0 589 100.0 △26 △4.2

３ 男女別人数

４ 相談者別人数

年度

R5 R6 R7

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

件 % 件 % 件 % 件 %

①パワハラ・嫌がらせ 140 14.0 148 17.5 140 17.6 △8 △5.4

②賃金・手当 162 16.2 112 13.2 94 11.8 △18 △16.1

③退 職 116 11.6 97 11.5 80 10.0 △17 △17.5

社会保険・労働保険 93 9.3 78 9.2 79 9.9 1 1.3

休日・休暇・休業 83 8.3 88 10.4 70 8.8 △18 △20.5

労働契約 68 6.8 68 8.0 57 7.2 △11 △16.2

解 雇 61 6.1 53 6.3 57 7.2 4 7.5

労働時間 67 6.7 45 5.3 33 4.1 △12 △26.7

上記以外の相談 209 20.9 157 18.6 187 23.5 30 19.1

計 999 100.0 846 100.0 797 100.0 △49 △5.8

５ 主な相談内容別件数

※ 複数の相談事項を有する場合があるため、左記１の相談件数とは一致しない

年度

R5 R6 R7

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

人 % 人 % 人 % 人 %

① 正規雇用 343 49.9 308 50.1 257 43.6 △51 △16.6

② 非正規雇用 230 33.5 235 38.2 249 42.3 14 6.0

使用者 39 5.7 25 4.1 34 5.8 9 36.0

不 明 75 10.9 47 7.6 49 8.3 2 4.3

計 687 100.0 615 100.0 589 100.0 △26 △4.2

年度
項目

項目

項目

項目

項目



６ 業種別件数

年度

R5 R6 R7

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比
対前年
増減数

対前年
増減率

件 % 件 % 件 % 件 %

農業、林業 7 1.0 14 2.3 12 2.0 △2 △14.3

漁業 2 0.3 3 0.5 0 0.0 △3 △100.0

鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 －

建設業 36 5.2 42 6.8 37 6.3 △5 △11.9

②製造業 101 14.7 74 12.0 87 14.8 13 17.6

電気・ガス・熱供給・水道業 3 0.4 1 0.2 5 0.8 4 400.0

情報通信業 10 1.5 6 1.0 12 2.0 6 100.0

運輸業、郵便業 47 6.8 36 5.9 43 7.3 7 19.4

③卸売業、小売業 66 9.6 68 11.1 73 12.4 5 7.4

金融業、保険業 8 1.2 6 1.0 6 1.0 0 0.0

不動産業、物品賃借業 3 0.4 6 1.0 2 0.3 △4 △66.7

学術研究、専門・技術サービス業 10 1.5 4 0.7 3 0.5 △1 △25.0

宿泊業、飲食サービス業 43 6.3 43 7.0 36 6.1 △7 △16.3

生活関連サービス業、娯楽業 19 2.8 12 2.0 10 1.7 △2 △16.7

教育、学習支援業 10 1.5 14 2.3 12 2.0 △2 △14.3

①医療、福祉 148 21.5 148 24.1 118 20.0 △30 △20.3

複合サービス事業 1 0.1 0 0.0 1 0.2 1 －

サービス業（他に分類されないもの） 58 8.4 59 9.6 62 10.5 3 5.1

公務（他に分類されるものを除く） 7 1.0 8 1.3 5 0.8 △3 △37.5

分類不能 1 0.1 1 0.2 6 1.0 5 500.0

不明 107 15.6 70 11.4 59 10.0 △11 △15.7

計 687 100.0 615 100.0 589 100.0 △26 △4.2
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